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論 文 の 要 旨 
 
審査対象論文は、実務経験から得られた視点をベースに、低所得者が住居ってしまうことが無いよ
うにするには、どのような制度的な担保が社会的に望ましいかということを統計的解析手法に基づい
て明らかにしたものである。まず第１章では本研究に取り組む上での動機研究の全体構成を整理して
いる。第２章では本研究の基本的な概念として「ハウジング・ファースト」という考え方を紹介し、
先行研究の整理を行うとともに研究の位置づけを明確化している。次に第３章では戦後の住宅政策・
社会福祉政策を体系的に整理している。その上で学際的視点の重要性、既存の諸制度が持つ特性と限
界を明らかにしている。第４章では SUUMO、RFI、および独自に実施したアンケートの結果を用い、住
宅扶助費がその上限額近傍に集中している課題を明らかにしている。あわせて生活保護受給世帯の居
住水準がむしろ年収 300万円未満の世帯のそれより高いという実態をあぶりだしている。さらに第５
章では民間賃貸住宅における家賃滞納の実態を LICC、RFI、および独自のアンケートより明らかにし
ており、住居を失う家賃滞納の閾値は３か月であること、家賃滞納の経済的損失は 6000 億円にのぼ
ることなどをはじめて明らかにしている。また、第６章では居住安定と空き家問題の同時解決に向け、
空き家の利活用方策を具体的に明示している。さらに第７章では低所得者の居住安定に向けた具体的
な制度の提案を試みており、生活保護で停職者をサポートするよりも、現物支給の形で空き家となる
民間賃貸住宅を居住安定のために提供する制度の適用性を吟味している。最後に第８章において、都
市計画や所得配分などのより広範な観点からの居住安定の方策について整理と提案を行っている。 
 
 審 査 の 要 旨 
【批評】 
 
 本審査対象論文では、「すまい（居住）」に関して現代社会において存在する様々な通説を、
信頼性のある新たな統計的データと、実務的経験をもとに抜本的に看破することを試みてお
り、実際にそれが成功している。あわせて新たな有効性、実現可能性のある政策提案がセッ
トでなされており、今後の居住安定を考える上での政策を刷新する成果を有している。具体
的には、低所得者に対して提供されている生活保護によるサポートが、実際には居住安定を
必ずしも導かないこと、特に家賃補助政策は過剰に支払われている可能性が高いことを定量
的に明らかにしている。また、家賃滞納の原因は所得ではなく、個人の行動・思考様式にあ
ること、家賃滞納による損失は 6000億円を超える規模であるが、その原因は家賃滞納者の
中の 1%未満の少数者によって占められていること、などがまず明らかにされている。その
上で、空き家に関する新たなデータによる解析から、必ずしも国の統計で示されているほど
空き家の割合は高くないこと、それらの多くが低所得者の居住安定のための資源として活用
可能であることが裏付けのあるデータとともに提示されている。さらに筆者の実務経験をも
とに、どのような組織がどのような形で対応を行えば、空き家を居住安定のための資源とし
て定常的に活用できるかについて、その制度的枠組みに至るまで具体的な方策を明示してい
る。 
 研究の全体を通じて低所得者の居住安定という重要であるが誰もが取り組んでこなかっ
た、もしくは情報が無くて取り組むことができなかった難しい課題に対し、独自に豊富で新
たなデータを駆使し、統計的な観点から自らの経験と深い思索を活かして高い信頼性のある
新たな成果を示したことは高く評価できるといえる。現在実施されている市町村レベルの分
析が、もっと細かい地区へと落とすことができれば、その有用性はさらに高まると考えられ
る。 
【最終試験の結果】 
平成２９年２月６日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著
者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員
によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（社会工学）の学位を受けるに
十分な資格を有するものと認める。 
 
